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2024 年 1 月 22 日 

プラズマ理工学 第 13 回 

エネルギー理工学科 ３年秋学期

日時：月曜日 午前１０時３０分～１２時００分、場所：522 講義室

教員：藤田隆明、工 8 号館南棟４階

８．プラズマにおける熱・粒子の輸送（続き） 

8-4．弱電離プラズマにおける拡散

電離度が低く、プラズマが主に中性粒子（密度・温度が一様）と衝突する場

合の拡散を考える。 

8-4-1. 磁場がない場合

粒子種𝑗𝑗の流体に対する運動方程式は

(8-12) 

ここで、νj は粒子種𝑗𝑗と中性粒子との衝突周波数。中性粒子との剛体衝突な

のでνjは粒子種𝑗𝑗の速度（熱速度）に比例する。流速𝑽𝑽が十分小さい定常状態

を考え、かつイオン・電子の温度を一様とすると 

  より 

(8-13) 

が得られる。第１項の係数を移動度と言う。第２項の係数は拡散係数（粒子

束が𝑛𝑛𝑗𝑗𝑉𝑉𝑗𝑗であることに注意）。

移動度： ，  拡散係数： (8-14) 

これらを用いると、(8-13)式は 

(8-15) 
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と書ける（第１項の符号は𝑞𝑞𝑗𝑗の符号）。移動度と拡散係数との間には次式が

成り立つ。 

(8-16) 

これはブラウン運動におけるアインシュタインの関係式 を荷電

粒子の運動に適用したものになっている。 

粒子束𝛤𝛤𝑗𝑗 [1/m2s]は流速𝑉𝑉𝑗𝑗 [m/s]に密度𝑛𝑛𝑗𝑗 [1/m3] を掛けたものであり

(8-17) 

(8-14)式より衝突周波数が大きい（中性粒子密度が高い）ほど拡散係数が

小さくなる。 

もし電場𝐸𝐸がゼロであれば、これは Fick の法則となる： 。 

＜両極性拡散＞ 

水素イオンと電子について(8-17)式を書くと 

ここで、空間電荷はほぼゼロ（𝑛𝑛𝑖𝑖〜𝑛𝑛𝑒𝑒〜𝑛𝑛)だが電場はゼロでないとする準

中性条件を用いた。 

大きな熱速度を持つ電子が先に逃げイオンが取り残されて外向きの電場

が生じ、𝛤𝛤i = 𝛤𝛤e が成り立って定常状態になる。このとき、上２式を𝐸𝐸�⃗ と𝛤𝛤𝑖𝑖につ

いて解くと 

→

→

上式（下）の係数を両極性拡散係数と言う。 

(8-18)

(8-14）式において、（中性粒子との）衝突周波数𝜈𝜈𝑗𝑗は速度に比例し、速度
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（熱速度）は質量𝑚𝑚𝑗𝑗の平方根にほぼ反比例するため、一般に𝑚𝑚e𝜈𝜈e ≪ 𝑚𝑚i𝜈𝜈i
すなわち i𝜇𝜇e ≫ 𝜇𝜇iであるので、𝑇𝑇i~𝑇𝑇eのときは

ここで(8-16)式より となることを用いた。上式は遅い方

の粒子（イオン）で拡散が決まることを示している。

8-4-2. 磁場がある場合

粒子種𝑗𝑗の流体に対する運動方程式は

(8-19) 

再び、流速𝑉𝑉�⃗ が十分小さい定常状態でかつイオン・電子の温度が一様とする

と 

となる。ここで磁場を𝑧𝑧軸方向としそれに垂直方向の運動を考える。密度勾配

を𝑥𝑥軸方向に取る。電場も𝑥𝑥軸方向になるので

𝑥𝑥成分： (8-20) 

𝑦𝑦成分： (8-21) 

となる。これを𝑉𝑉𝑗𝑗𝑥𝑥 , 𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗について解いて（Appendix 参照）、以下を得る。

(8-22) 

(8-23) 

磁場がないときの移動度、拡散係数（(8-14)式）を用いると、(8-22)式は 

(8-24) 
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と書ける。これを(8-15)式と比べると、磁場𝐵𝐵の存在により移動度、拡散係数

とも 分の 1 になっている。一方、(8-23)式は、𝑬𝑬 × 𝑩𝑩ドリフト速度𝑉𝑉𝐸𝐸
及び反磁性ドリフト速度𝑉𝑉𝐷𝐷を用いて

(8-25) 

と書くことができる。ここで以下を用いた。 

𝑽𝑽𝐸𝐸 = 𝑬𝑬 × 𝑩𝑩 𝐵𝐵2⁄ = −𝐸𝐸𝑥𝑥 𝐵𝐵⁄ 𝒆𝒆𝑦𝑦 , 

𝑽𝑽𝑗𝑗𝑗𝑗 = −𝛁𝛁𝑝𝑝𝑗𝑗 × 𝑩𝑩 𝑞𝑞𝑗𝑗𝑛𝑛𝑗𝑗𝐵𝐵2⁄ = �𝑘𝑘B𝑇𝑇𝑗𝑗𝐵𝐵�𝑑𝑑𝑛𝑛𝑗𝑗 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ � 𝑞𝑞𝑗𝑗𝑛𝑛𝑗𝑗𝐵𝐵2� �𝒆𝒆𝑦𝑦 

= �𝑘𝑘B𝑇𝑇𝑗𝑗�𝑑𝑑𝑛𝑛𝑗𝑗 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ � 𝑞𝑞𝑗𝑗𝑛𝑛𝑗𝑗𝐵𝐵� �𝒆𝒆𝑦𝑦 

磁場が弱く であれば、密度勾配方向の流速あるいは粒子束は

磁場がない場合と変わらない。磁場が強く であれば、磁場の強さ

の自乗に反比例して小さくなる。１回の衝突による移動量が旋回半径に比例

することに対応している。なお のとき𝑥𝑥方向の流体速度(8-22)の密

度勾配の係数を とおけば 

(8-26) 

となるので、衝突周波数が大きいほど磁場に垂直方向の拡散係数が大きく

なる。これは磁場がないときの拡散係数（式(8-14)）とは逆の依存性。 

衝突は磁場がないときあるいは磁場方向については拡散を妨げる働きを

する。一方、磁場に垂直方向については、衝突がなければ拡散は生じず、衝

突が拡散を引き起こす。また中性原子との衝突周波数はプラズマ粒子の速

度（温度の平方根）に比例するので、(8-26)式より𝐷𝐷は温度の3/2乗に比例し

て大きくなることが分かる。 

8-5． 完全電離プラズマにおける拡散

完全電離プラズマでは中性原子との衝突が荷電粒子間のクーロン衝突に

対して無視できるほど少ない。 

クーロン衝突において、同符号の電荷を持つ粒子間の衝突は拡散を引き

起こさない。一方、反対符号の電荷を持つ粒子間の衝突は拡散を起こすが、
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それらの粒子は同じだけ移動し電場は発生しな

い。つまり両極性拡散の条件が自動的に満たさ

れる。これは衝突前後での運動量の保存から導

かれる（導出省略）。 

粒子束は一流体 MHD 方程式から導かれる

が、実は「5-5-4. プラズマ抵抗と圧力勾配に伴

う磁場を横切る流れ」で導出済（(5-22)式）。以

下に再掲する。 

平衡の式：𝒋𝒋 × 𝑩𝑩 = 𝛁𝛁𝑝𝑝
マクスウェル方程式：𝛁𝛁 × 𝑩𝑩 = 𝜇𝜇0𝒋𝒋
（簡単化した）一般化オーム則：

𝑬𝑬 + 𝑽𝑽 × 𝑩𝑩 = 𝜂𝜂𝒋𝒋 
一般化オーム則と𝑩𝑩との外積を取ると

𝑬𝑬 × 𝑩𝑩 + (𝑽𝑽 × 𝑩𝑩) × 𝑩𝑩 = 𝜂𝜂𝒋𝒋 × 𝑩𝑩 = 𝜂𝜂𝛁𝛁𝑝𝑝
(𝑽𝑽 × 𝑩𝑩) × 𝑩𝑩 = −𝐵𝐵2𝑽𝑽⊥なので

𝑬𝑬 × 𝑩𝑩 − 𝐵𝐵2𝑽𝑽⊥ = 𝜂𝜂𝛁𝛁𝑝𝑝
すなわち 

𝑽𝑽⊥ =
𝑬𝑬 × 𝑩𝑩
𝐵𝐵2

−
𝜂𝜂𝛁𝛁𝑝𝑝
𝐵𝐵2

(5-22) 

第１項は𝑬𝑬 × 𝑩𝑩ドリフトの項、第２項 𝑽𝑽𝜂𝜂 = −𝜂𝜂𝛁𝛁𝑝𝑝
𝐵𝐵2

はプラズマ抵抗に伴い圧

力勾配方向へ（圧力が低くなる向きへ）生じる流れを示す。温度が一様の場

合、𝑽𝑽𝜂𝜂による粒子束は

(8-27) 

となるので、拡散係数は 

(8-28) 

で与えられる。磁場に垂直方向の拡散係数は𝐵𝐵の自乗に反比例する。これ

は弱電離プラズマの場合と同様。温度依存性は異なる。抵抗率ηは電子温

度の3/2乗に反比例するので、完全電離プラズマの は電子温度の1/2乗
に反比例する（(8-26）式の下の記述より弱電離プラズマでは電子温度の3/2

参考文献［1］図 5.16 および 5.17 
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乗に比例）。(8-28)式の を完全電離プラズマの「古典拡散係数」と言う。 

電気抵抗率𝜂𝜂は電子とイオンの衝突周波数𝜈𝜈eiを用いて、 と書くこ

とができるから、(8-28)式は 

𝐷𝐷⊥ ≈
𝑚𝑚e𝜈𝜈ei
𝑛𝑛e𝑒𝑒2

×
𝑛𝑛e(𝑘𝑘B𝑇𝑇e + 𝑘𝑘B𝑇𝑇i)

𝐵𝐵2
= 𝜈𝜈ei𝑟𝑟ce2 �1 +

𝑇𝑇i
𝑇𝑇e
� (8-29) 

となる。ここで 

𝑟𝑟ce2 = �
𝑣𝑣e⊥
𝜔𝜔ce

�
2

=
𝑚𝑚e
2𝑣𝑣e⊥2

𝑒𝑒2𝐵𝐵2
≈
𝑚𝑚e𝑘𝑘B𝑇𝑇e
𝑒𝑒2𝐵𝐵2

を用いた。(8-29)式は、磁場に垂直方向の拡散が電子の旋回半径𝑟𝑟ceをステ

ップ幅とするランダムウォーク過程であることを示す。 

8-6．熱の輸送

これまでは温度が一様なプラズマで密度勾配があるときの粒子の拡散を

取り扱ってきた。もちろん、粒子の拡散に伴って熱エネルギーも拡散する。一

方、密度が一様で温度勾配があるときには粒子の拡散を伴わない熱の拡散

がある。連続の式（粒子数の保存）に対応するエネルギー保存式は以下のよ

うに書ける。 

ここで、Q は熱流束、//は磁力線方向、 は磁力線（磁気面）に垂直な方

向、χ[m2/s]は熱拡散係数を表す（nχ[/m•s]は熱伝導度）。 

磁力線方向の熱伝導は主に電子の熱速度で決まり、 

となる。ここで、νe は電子とイオンとの衝突および電子と電子との衝突の効果

を考慮した衝突周波数。一方、磁力線に垂直方向の熱伝導は主にイオンの

旋回半径で決まり 

となる。同符号の電荷を持つ粒子間のクーロン衝突は粒子の拡散を引き起

こさないが、エネルギーの移動は制限しないので、旋回半径の大きいイオン
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間の衝突が最も大きい熱伝導をもたらす。粒子の拡散係数と同様、高温、低

密度で も も小さくなる。 

粒子輸送の場合と同様、エネルギー閉じ込め時間τE はプラズマの熱エネ

ルギー（蓄積エネルギー）W、加熱パワーP を用いて以下で定義される。

8-7．異常輸送

古典拡散では となるはずであるが、実験ではそう

はならなかった。𝐵𝐵の１乗程度でしか𝐷𝐷は小さくならず、𝑇𝑇eの上昇とともに𝐷𝐷は
むしろ大きくなり 

が得られた。これをボーム拡散と言う。ボーム拡散は、プラズマ中に発生す

る電場揺動による𝑬𝑬 × 𝑩𝑩ドリフトが原因と考えられている。

トーラスプラズマにおいては磁場が勾配を持つ効果で古典輸送よりも大き

い輸送が予測される（新古典輸送）が、実験的にはそれよりもさらに大きい輸

送が観測されている（L モード）。この異常輸送を低減し、閉じ込めの良い状

態が得られる現象（H モードや内部輸送障壁）も観測され、その制御が研究

されている。 

9．プラズマ・材料相互作用 

プラズマと固体の壁が接している領

域を取り扱う。プラズマの荷電粒子が

壁に衝突することにより、壁の原子をた

たき出したり（スパッタリング）、壁から２

次電子を放出したりする。また、イオン

と電子が壁表面で再結合し、中性原子

となってプラズマへ侵入する。 

磁場閉じ込めのトーラスプラズマで

は閉じた磁気面を入れ子状に構成して
参考文献［2］図 6.7 
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プラズマを閉じ込めるが、磁気面が閉

じなくなる（磁力線が固体壁を貫通す

る）場所がある。その境界を与える、

最も外側の閉じた磁気面を「最外殻

閉磁気面」と言う。境界を規定する方

法としてはリミターを使う方法とダイバ

ーター配位を形成する方法がある。

最外殻閉磁気面内のプラズマを「主

プラズマ」、その外のプラズマを「周辺プラズマ」（スクレイプオフ層プラズマ、

境界層プラズマ）と言う。 

固体壁近傍のプラズマでは、速度の大きい電子がイオンより先に壁にぶつ

かって損失する。そのため、プラズマの電

位が壁に対して正となり、この電場により

電子が追い返されてイオンの損失と電子

の損失がバランスするようになる。

固体壁の近傍で、電荷の中性が破ら

れ、電場が形成される層状の領域を「シー

ス」と言う。

9-1. ボーム条件

𝑥𝑥 = 0に壁があり、𝑥𝑥軸正方向からプラ

ズマが流入するとする。イオンの価数を

1、シース端の位置を𝑥𝑥 = 𝑥𝑥0、その場所で

の電子密度（＝イオン密度）を𝑛𝑛𝑒𝑒0、ポテン

シャルを𝜙𝜙0とする（プラズマ内部のポテン

シャルを 0 とする）。

ポテンシャルはポアソン方程式で決ま

る。

(9-1)

プラズマの流れはイオンの熱速度より

大きいが電子の熱速度より小さい。電子

参考文献［2］図 8.2 

量子科学技術研究開発機構

参考文献［3] Fig. 9.2.1を元に作成
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密度はボルツマン分布で決まる。

(9-2) 

イオンの密度は連続の式とエネルギー保存から求められる。

→ 

→ 

これら２式より

(9-3)

(9-2),(9-3)を(9-1)に代入して 

(9-4)

∆𝜙𝜙 = 𝜙𝜙 − 𝜙𝜙0が小さいとして右辺を∆𝜙𝜙 について Taylor 展開すると 
𝑑𝑑2

𝑑𝑑𝑥𝑥2
∆𝜙𝜙 =

𝑒𝑒𝑛𝑛𝑒𝑒0
𝜀𝜀0

�1 +
𝑒𝑒

𝑘𝑘𝐵𝐵𝑇𝑇𝑒𝑒
∆𝜙𝜙 + ⋯− �1 +

𝑒𝑒
𝑚𝑚𝑖𝑖𝑉𝑉i02

∆𝜙𝜙 + ⋯��

=
𝑛𝑛𝑒𝑒0𝑒𝑒2

𝜀𝜀0𝑘𝑘𝐵𝐵𝑇𝑇𝑒𝑒
�1 −

𝑘𝑘𝐵𝐵𝑇𝑇𝑒𝑒
𝑚𝑚𝑖𝑖𝑉𝑉i02

�∆𝜙𝜙 + ⋯

この式が振動しない解を持つには右辺の係数が負でないことが必要なので

𝑉𝑉i0 ≥ �𝑘𝑘B𝑇𝑇e
𝑚𝑚i

(9-5)

つまり、シース端でのイオン流体の速度は音速と等しいかより大きい。これ

をボームの条件と言う。このとき、(9-4)式の右辺は負となる（∆𝜙𝜙 < 0に注意）

ので、シース内でのイオン密度は電子密度よりも高く保たれる。シースの外

側に、プレシースとよばれる（𝜙𝜙0による）弱い電場のある領域があり、その電

場によりイオンは加速されてこの速度を得る。(9-5)式と よ

り
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(9-6)

が得られる。

9-2. 浮遊電位

シース境界と壁とのポテンシャルの差は、プラズマから壁に流入する正味

の電流がゼロになる条件から以下のように決まる（導出省略）。

(9-7)

イオンが軽いほど、シース電圧（絶対値）は小さくなる。イオン音速が大きく

なり、イオン電流が増えるので、電子を減速するシース電圧が小さくてもバラ

ンスが取れるから。重水素プラズマで𝑇𝑇i = 𝑇𝑇eの場合、 。

プレシースの電圧（式(9-6))と合わせると、 となる。これがプ

ラズマと絶縁された（電流の出入りがない）壁との間の電位差（浮遊電位、フ

ローティングポテンシャル）を与える。

実際には電子が壁に衝突したときに二次電子が発生するのでその効果を

取り入れなければならない。

10. 核融合プラズマ

10-1. 核融合反応

エネルギー源として利用する核融合反応としては以下のものが考えられる。

  (4He: 3.52 MeV, n: 14.06 MeV) (10-1)

,  
中でも、D（重水素）と T（トリチウム）を用いる反応（DT 反応）が最も起きやす

いので、DT 反応を用いた核融合炉が現在の目標。 
T は半減期 12.3 年でβ崩壊するので天然にはほとんど存在しない（宇宙

線と大気の N,O との反応で生成）。核融合炉内で、DT 反応で生成する中性

子を利用して次の反応で Li から生成する。 
(10-2) 
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（天然 Li の組成比は 6Li が 7.5%、7Li が 92.5%）。 
6Li を用いた場合、核融合プラントとしての反応は(10-1),(10-2)より次のよ

うになる。

重水素は天然同位体存在比 0.015%で、水から比較的低コストで抽出できる

ので、資源制約上の実質的な燃料は Li ということになる。 

10-2. 核融合反応率と出力密度

粒子種 1（密度 n1、速度分布関数 f1(v1)）
と粒子種 2（密度 n2、速度分布関数 f2(v2)）
との核融合反応率を求める。ここで f1,f2 は

密度で規格化された分布関数とする。速度

空間内の微小体積 d3v1, d3v2 に含まれる粒

子種１、２の個数 d3n1, d3n2は、それぞれ 

である。これらが単位時間に核融合反応を

起こす回数 d6R は、4-1 節の式∆𝑛𝑛 ∆𝑡𝑡⁄ =
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛より

で与えられる（ ）。

単位体積あたりの反応率𝑅𝑅は 

ただし

速度分布がマクスウェル分布であるときの<σvr>を上図に示す。D イオンと

T イオンからなる DT プラズマの場合は、 

参考文献［4］図 4.6.2 
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１回の DT 核融合で発生するエネルギーを EDT=17.58MeV、その内のア

ルファ粒子の持つエネルギーを Eα=3.52MeV とすると、プラズマの単位体積

あたりの核融合出力（出力密度） およびアルファ粒子の出力密度 は

となる。イオン温度 T= 10-20keV において、以下の近似式が成り立つ。 

核融合出力密度 の式と上の式から、

(10-3) 
つまり核融合出力密度はプラズマ圧力𝑝𝑝の自乗にほぼ比例する。核融合出

力を大きくするには、プラズマの圧力を高くする必要がある。プラズマ圧力は

磁場の圧力とベータ値の積だから、核融合出力密度は、ベータ値の自乗、磁

場の４乗にほぼ比例する。

10-3. 核融合エネルギー増倍率

核融合炉の炉心プラズマからは熱が逃げる（損失パワー𝑃𝑃loss）ので、プラ

ズマの温度を保つために一般には外部から注入するパワー𝑃𝑃hが必要。エネ

ルギー源（発電プラント）としては、核融合で生成されるパワー𝑃𝑃fと𝑃𝑃hとの比

（𝑄𝑄値）が大きくなければならない。典型的には𝑄𝑄~30が必要。

𝑃𝑃fのうち、1/5 は 4He が持つパワーであり、プラズマの加熱に用いられる
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（α加熱 Pαという）。残りは中性子が持つパワー（Pn）であり、プラズマの加熱

に寄与しない。定常状態では 

𝑃𝑃loss = 𝑃𝑃h + 𝑃𝑃α

𝑄𝑄値は主に、プラズマの密度

（イオン密度）𝑛𝑛、温度𝑇𝑇、エネル

ギー閉じ込め時間𝜏𝜏Eで決まる。

密度・温度は核融合出力𝑃𝑃f  に

（式(11-3)参照）、𝜏𝜏Eは損失パワ

ー𝑃𝑃lossに関係するパラメーター

（8-6 節参照）。

𝑃𝑃loss =
𝑊𝑊
𝜏𝜏E

𝑄𝑄~30のためには、

中心イオン密度≈ 1020 m−3、

中心イオン温度≈数十 keV、
エネルギー閉じ込め時間≈ 数 s
が必要となる（右図）。

定期試験は 1 月 29 日（月） 10:30-12:00, 522 講義室 

Appendix 
(8-20), (8-21)式を𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗の一次式として書くと

(a1) 

(a2) 

(a1)× 𝑚𝑚𝑗𝑗𝜈𝜈𝑗𝑗+(a2) × 𝑞𝑞𝑗𝑗𝐵𝐵として𝑉𝑉𝑗𝑗𝑦𝑦を消去して

量子科学技術研究開発機構
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→

→

ここで𝜔𝜔𝑐𝑐𝑐𝑐 = �𝑞𝑞𝑗𝑗�𝐵𝐵 𝑚𝑚𝑗𝑗� を用いた。

これを(a2)に入れて 
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